
 

 目   的 

 地域農業の展開方向及び生産基盤の整備状況等を勘案し、経営体の育成を図りながら、所要の生産

基盤と生活環境の整備を柔軟かつ弾力的に実施することにより、高生産性農業の展開が見込まれる大

規模水田地域の整備の着実な推進や優良農地の将来にわたる適切な維持・保全及び経営体の確保を図

り、もって、食料自給率の向上や農業の多面的機能の十分な発揮、農業の持続的な発展等に資するも

の。 

 

 

 事業の統合・再編 

 従来の担い手への農地利用集積を要件とした事業を経営体育成基盤整備事業に一本化し、①担い手

への農地利用集積、②面的集積の推進、③農業生産法人等の育成など、地域の目指す方向に即して事

業の使い分けが出来るよう「型」として設定した。 

  従来）経営体育成基盤整備事業          → 再編後）①一般型 

        農地集積加速化基盤整備事業      →          ②面的集積型 

        農業生産法人等育成緊急整備事業 →          ③農業生産法人等育成型 

 

 

 事業の内容 

 一般型 面的集積型 農業生産法人等育成型 

(ハード事業) 

農業生産基盤整備

事業 

次に掲げるア～オの事業のうち２以上の事業を実施 

 ア 区画整理  イ 暗渠排水  ウ 農業用用排水施設  エ 客土  オ 農道      

（アは単独でも可） （ア、イは単独でも可） 

(ソフト事業) 

農業経営高度化支

援事業 

 

①高度土地利用調整事業（指導事業、調査・調整事業）                         

②高度経営体集積促進事業 

③特定高度経営体集積促進事業 

④高度経営体面的集積促進事業 

 

⑤農業生産法人等農地集積促進事業 

 

⑥耕地利用高度化推進事業（事業実施後の簡易な整備） 

(その他) 農業生産基盤整備附帯事業、農村生活環境基盤整備事業、特認事業 

 

 

 採 択 要 件 

 

 

一般型 

旧経営体育成基盤整備事業 

面的集積型 

旧農地集積加速化基盤整備事業 

農業生産法人等育成型 

旧農業生産法人等育成緊急整備事業 

 受益面積 

 

 

 

 

・20ha以上 

 

 

 

 

・20ha以上 

（ただし、合計60ha以上の営農

上のまとまりある区域内であれ

ば、20haがまとまってなくとも

可） 

・20ha以上 

 

 

 

 

 

 国庫補助率 

 一般型 面的集積型 農業生産法人等育成型 

（ ）は中山間地 

 

50％ 

（55％） 

50％ 

（55％） 

50％ 

（55％） 

 

  経営体育成基盤整備事業 
 ※この事業は、継続地区に係る経過措置 
  を除き廃止 

事業主体 県 

 
     計 農村振興課 地域計画班 
所管課班  
     実 農村整備課 ほ場整備班 
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